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原子力損害賠償紛争審査会について

平成 23年 4月
文 部 科 学 省

１．原子力損害賠償紛争審査会について

（１）「原子力損害の賠償に関する法律」の規定に基づき、原子力損害

の賠償を円滑に進めるため、以下の事務を行う。

①紛争の当事者による自主的な解決に資する一般的な指針の策定

②原子力損害の賠償に関して紛争が生じた場合における和解の仲介

③上記事務に必要な調査及び評価

（２）今回の事故に関し、当分の間、文部科学省に置くことを定める政

令を閣議決定（4月 11日）。

（３）「原子力損害賠償紛争審査会の組織等に関する政令」に基づき委

員を選任。

� 委 員：10 人以内（法律、医療、原子力工学の学識経験者）（別紙）
� 専門委員：必要に応じ個別分野の学識経験者を選任

２．今後の進め方

（１）第一回会合

日 時：4月 15日（金）18：20～ 20：20
議 題（予定）：

① 事故及び被害の概要について

② 今後の審議の進め方について

③ その他

（２）その後第一回会合の議論を踏まえ、補償の考え方について可能な

ものから段階的に示していくことを検討。



（別紙）
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田中 俊一 財団法人 高度情報科学技術研究機構 会長

中島 肇 桐蔭横浜大学 法科大学院 教授／弁護士
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